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研究成果の概要（和文）：　本研究の成果として、日本造船企業の競争優位・採算性改善のための方策と定式化
の確立の観点から、過当競争に置かれやすい船種を主力製品とする造船企業は、①ロット受注の実現、②生産リ
ードタイムの短縮、③ものづくりへのこだわりと品質への信頼性、④早期の代金回収、⑤IMO（国際海事機関）
の環境規制による省エネ船建造への対応能力、⑥地域造船ビジネス・エコシステムの進化能力が重要であること
が解明された。

研究成果の概要（英文）：This study covers the period after the “Lehman Shock” in September 2008 by
 investigating the negative impacts that reduced the profitability for the shipbuilding industries 
in Japan, Korea, and China due to the slow down of the Chinese economy. The results of this research
 found six areas that require attention to improve Japanese shipbuilders competitive advantage and 
profitability. 1. Lot sizing consideration 2. Reduce production lead-time 3. Improve the ship 
quality and reliability 4 . Reduce accounts receivable payment lag time 5. Improve the level of eco 
shipbuilding to match IMO’s (International Marine Organization) requirements.  6. The shipbuilding 
business ecosystem needs to evolve to a higher level. This research was conducted from the 
perspective of target costing approach.

研究分野：会計学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) わが国造船業がグローバル競争下に置か
れる中，管理会計における価格政策（価格決
定）である「市場価格は，目標価格によって
始まる」（Charles T. Horngren, Srikant 
M.Datar, and George Foster， 2006）とい
う観点は，現在の新造船事業には成り立たず，
船主（新造船の発注者）の意向をほぼ受け入
れた受注価格を許容しなければならない状
況にある。そこには，個々の造船企業の目標
価格（target price）は，当然存在しているが，
新造船市場での市場価格（Market Price）に
対する影響力は微細であり，船主主導の受注
価格でも採算性を保てる新造船事業の展開
が日中韓の造船企業に共通する課題となっ
ていた。 
 
(2) 当該背景のもと現在，ものづくり企業と
してのわが国の造船企業が競争力・採算性を
改善し，造船業全体が活力を取り戻しマク
ロ・ミクロ双方の視点から日本経済の発展に
寄与するための研究が強く求められ，原価企
画(Target Costing)とも密接に関係している。
原価企画は、「企画・設計段階といった生産
の上流段階で原価が作り込まれる（源流管
理）ので，原価管理の効果が大きい」（櫻井 
2012）とされる。 
 
２．研究の目的 
本研究では，2008 年 9 月リーマンショッ
ク以降の中国経済減速に伴う海運需要の低
下及び船腹余剰を主原因としたわが国造船
企業における新造船受注価格が下落・採算性
が悪化する中で，ものづくり立国としてのわ
が国造船業が当該悪化を克服することを目
的に，日本・中国・韓国（以下，日中韓と称
す）の新造船事業の競争・採算性戦略に関し
て比較研究・分析・理論化を行い，当該結果
を基礎として日本造船業の競争優位・採算性
改善のための方策・定式化を図ることを目的
とした。 
 
３．研究の方法 
グローバル競争下における造船企業の競
争・採算性戦略の吟味を行うため，文献・資
料調査および日中韓の各造船企業（造船関連
企業を含む）へのインタビュー調査を実施し
た。本研究は，原価企画と密接に関係しなが
ら，アプローチが行われた。 
 
４．研究成果 
(1) 日中韓の造船企業の競争戦略の特徴が
以下の内容で解明された。なおここで日本の
造船企業においては，準大手 A社に対するイ
ンタビュー調査を基礎に特徴の把握を行っ
ている。 
 
(2) A社はリーマンショックの発生直前にお
いては，中国経済の成長に伴う海運需要を背
景としたバルクキャリア需要増により受注

が好調な状況にあった。リーマンショック発
生以降は，一転，船腹余剰の状態に陥り，船
主からの発注キャンセルも重なって受注状
態は急速に悪化した。 
このような状況のもと，A 社は 2010 年以
降，市場での勝ち残りのために，ニッチ市場
に対応し，かつ省エネ船性能を有する中型バ
ルクキャリア(中型貨物船開発)を軸とした
競争優位性の追求を行ってきた。具体的には，
収益改善の柱とすべきターゲット船として，
省エネ性能を備えた 84,000 トンタイプの船
幅が広くて, 船高が低い，浅い港にも着岸が
可能である比較的大規模な中型貨物船を選
択している。これは，船主としての海運会社
の一部には，浅い港に貨物を運搬する場合，
小型貨物船で多数回を要しての運搬を余儀
なくされていたことから非効率な物流に対
する改善ニーズが存在していたため，A社は，
ニッチではあるが当該のニーズに着目し，こ
れをターゲット船の選定に結びつけた。ここ
でのターゲット船は，新船型による省エネ性
能の追求と原価低減の両立を指向したこと
から，企画・設計段階の源流管理が当然のご
とく必要になり，A社は原価企画への取り組
みに着手をした。以上の点が 2010年以降の A
社の競争戦略の主要な部分である。 
 
(3) 中国造船企業における競争戦略の現在
の特徴を示すと以下のようになる。中国造船
業は国営造船企業を中心に展開されており，
大規模設備を用いた大量受注による１隻当
たりの受注価格の引き下げを実現すること
で競争優位を獲得しようとするところに主
たる特徴がある。この特徴は韓国造船企業と
共通するものであるが，韓国では財閥により
推し進められるのに対して，中国の国営造船
企業は政府からの技術支援（専門人材の派
遣），資金支援，新造船の受注に関して強力
な支援を受けている。いわば中国における国
策としての重工業政策の一環として強力な
政府支援のもとに競争力ある船づくりが行
われている。その結果，国営造船企業は技術，
専門人材の育成，資金調達，設備の大規模化，
新造船受注の安定化を政府支援のもとに実
現させている。今後，中国造船企業の競争戦
略で留意しなければならないのが人件費の
上昇である。中国上海地区の造船企業におけ
る造船現場の工員の賃金は上昇の一途にあ
り，最低水準でも１カ月 6千元（1元 20円換
算で 120,000円），技能水準の高い工員であれ
ば 1 万元（同 200,000円）の賃金水準まで上
昇している。このことは，今後，中国の造船
企業は工員の賃金水準が，日本，韓国と比較
して優位性を失うことを意味している。した
がって今後中国は，上昇する人件費コストを
吸収するための船舶づくりを国策として強
めてくることが予想される。 
 
(4) 韓国造船業は，1973 年に現代グループが
現代造船をスタートしたところから本格化



した。財閥による豊富な資金・人材および大
規模な設備でもって韓国造船業はスタート
している。このことから韓国造船業は，大規
模な設備を用いた大量受注を前提とした外
需対応型の新造船事業を展開することがそ
もそも想定されていた。1976 年に朴正煕大統
領の重化学工業政策のもと，国の政策として
造船業の振興が図られている。 
韓国造船企業は，10 隻 1ロット単位の受注
といった大規模受注を前提に置いて，「新造
船の量産化による固定費回収と，固定費を回
収するために何隻の受注が必要になるかと
いうことを常に意識している。船体ブロック
のドック搭載から進水までの生産リードタ
イムの短縮のために，造船企業（中核企業）
と，サプライヤー（船体ブロック・デッキハ
ウスメーカー）との分業を重視している」と
ころに特徴がある。当該特徴のもとに韓国造
船企業は，規模の経済の追求のもとで 1隻あ
たりの船価を競争力あるものに高めようと
する。韓国造船業は効率性（経済効果）の追
求，日本の造船業は品質の追求というところ
に，その特徴が集約されているともいえる。
この点から今日の日本の造船業も中国・韓国
勢に対抗するためにロット受注を可能とす
る新造船の設備能力，設計能力，人材能力を
具備する必要がある。 
 
(5) A社のようにバルクキャリアやタンカー
といった過当競争に置かれる船種を主力製
品とする造船企業の場合は，単品受注ではな
くロット受注をベースとした受注体制を採
ることが, 採算性改善と競争力の向上のた
めに必要となる。この視点からいえることは，
「①ロット受注の実現」，「②生産リードタイ
ムの短縮」，「③ものづくりへのこだわりと品
質への信頼性」，「④早期の代金回収」のすべ
ての要素を充足し，その質を高めていくこと
が実現していけば，中国・韓国勢に対抗して
いくことが可能になるであろう。 
③に関しては，日本の造船企業に対する船
主の評価は高いとされている。競争国である
中国は造船現場を担う工員の賃金が上昇し
ており人件費コストの面で日本の造船企業
に対する優位性が失われている中で，あらた
めて品質・信頼性が日本の造船企業にとって
強みになる可能性がある。したがって，現在
の船主の信頼を維持・継続するためにも設計
人材，開発人材を計画的かつスピードをあげ
て育成していくという視点とそのための方
策が必要になる。原価企画は，設計・開発段
階の源流段階から原価のつくりこみを行う
のでこれらを担う人材能力が重要なことは
いうまでもない。設計・開発人材の育成の成
否は原価企画の成否を分けるといっても過
言ではない。 
原価企画とのかかわりが強い①，②に関し
ての具体的な視点と方策は以下のとおりで
ある。ロット受注は，受注隻数を増加させる
ことにほかならないので, 当該受注が安定

的に実現していけば, 採算性と競争優位性
は自ずと改善・向上していくことになる。ロ
ット受注を可能にするための前提条件は，そ
れを可能とする設備能力を有することであ
る。今後の展開としては, A社の親会社であ
るZ社が保持する生産設備とA社の生産設備
をあわせたところで，安定的なロット受注を
目指せる可能性が出てきている。この視点に
たてばロット受注を行うことで1隻あたりの
設計コストや減価償却費等の固定費の低減
を実現し，原価低減に貢献して競争力を高め
ることが可能となる。 
次に，生産リードタイムを短縮して，船舶
を早くつくり早く船主に引き渡して早く資
金を回収し，次の新造船建造のための運転資
金も確保していくという課題がある。当該課
題をクリアするためには船舶を早くつくる
ことを実現しなければならないので，生産リ
ードタイムの短縮が必要になる。また，当該
短縮に成功すれば，採算性改善と競争優位の
創出に成功する可能性も高まってくる。生産
リードタイムの短縮のためには，設備能力は
もとより，作業者が作業をしやすい設計を実
現していくことが不可欠である。当該設計を
実現するために，A社と地元協力先企業が一
体となった設計人材を組織間学習の中で育
成することが必要不可欠である。このことは，
A社のみならず他の地域造船企業も同様であ
り定式化の視点からも必要である。 
 
(6) 日本の造船業の特徴の一つに大都市圏
から離れた沿岸地域に造船集積地が存在す
ることがある。愛媛県今治地域や長崎県の長
崎市・佐世保市などはその代表的存在である。
また, 造船業が基幹産業に位置づけられる
地域が存在することがある。これらはいわば
地域造船におけるビジネス・エコシステム
（Business Ecosystems）というべきもので
あり, すなわち造船生態系と呼ぶべきもの
である。造船生態系には, 造船企業・地元協
力先企業・サプライヤー（舶用機器メーカ
ー）・銀行（新造船建造のための資金供給者：
愛媛銀行、伊予銀行のシップ・ファイナンス
が代表的）等が存在しており, これらがネッ
トワークを構築している。 
 ビジネス・エコシステムの概要については, 
Iansiti and Levien（2004）が示した特徴が
有力な先行研究であるが, これを手掛かり
にして造船業におけるビジネス・エコシステ
ムすなわち造船ビジネス・エコシステムの定
義を示すと以下のようになる。造船ビジネ
ス・エコシステムとは, 新造船建造（船づく
り）に参加をする造船企業・地元協力先企
業・サプライヤー（舶用機器メーカー）・銀
行等の参加者が, 時に強固に時に緩やかに
結びついていわば経済生態系を形成し, か
つ,共同での生き残りと参加者個々の生き残
りを図るためのネットワークである。造船ビ
ジネス・エコシステムは,日本の造船産業の
特徴のひとつをなすものであり,また地域社



会・経済と結びついた場面が目立つものであ
る。この点から造船ビジネス・エコシステム
を，必要に応じて地域造船ビジネス・エコシ
ステムとして捉える必要がある。 
本研究では地域社会・経済を舞台とした造
船ビジネス・エコシステムを前提にした ESG
（Environmental，Social，Governance：環境，
社会，ガバナンス）情報開示のフレームワー
クを検討している。 
 
(7) E(環境)に関して現在の造船企業は新造
船建造にあたって CO2(二酸化炭素）・NOｘ
（窒素酸化物）・SOｘ（硫黄酸化物）の削減
が国際規制などから強く要請されている。た
と え ば , IMO （ International Maritime 
Organization:国際海事機関） は,2016 年 1 月
1 日より船舶から排出される大気汚染物質で
ある NOｘの抑制のために排出規制を強化し
た。NOｘ排出規制強化の例からも理解できる
ように, 造船企業各社は新造船建造に対す
る環境対応能力を高めなければ, 受注面に
おいて国際競争力を保てなくなる。同様に,
船主（新造船の発注者）の船舶の省エネ性能
（燃費経済性）に対する要求が高まり, 造船
企業各社は省エネ船建造に対する対応能力
も高めなければ国際競争力を保てなくなる。
これらの点から, ESG の E（環境）では, 日
本の造船産業全体で新造船建造に対する環
境対応能力を向上させるという点が強調さ
れる必要がある。 
また、今治地域とは異なるタイプの造船城
下町として, 長崎県長崎市・佐世保市がある。
両地域の造船業の受注は今治地域とは異な
り域外からが多数を占めるが, 新造船建造
には多くの地元協力先企業が参加をしてい
る。つまり造船企業－地元協力先企業が一体
となった新造船建造が行われている。 
  日本の造船企業における新造船建造には,
生産拠点周辺に所在する地元協力先企業や
サプライヤー（舶用機器メーカー）が多く参
加しており, これが地域経済の基盤を形成
することにもなっている。造船業を基幹産業
とする地域はまさにこれに該当する。当該地
域では, 造船業が雇用の受け皿としてのプ
レゼンスを有し, 中核産業としての経済基
盤の重要な柱となっている。 
 たとえば, 愛媛県今治地域における造船
集積地はこの点を説明するのに好例である。
今治市海事都市交流委員会（2013）によれば,
海事関連企業集積地としての今治市を「外航
海運会社数 65 社（全国第 1 位）, 内航海運
会社数 215社（全国第 1位）, 造船事業所数
14社（全国第 1位）, 舶用機器企業数 160社
（全国第 1 位）」のデータを用いて説明して
いる。外航・内航海運会社は新造船の発注者
であり, 造船事業所は新造船の受注者とな
る。舶用機器企業は造船事業所が建造する船
舶に搭載される発電機などの機器を提供す
るサプライヤーである。今治地域は, 新造船
の発注者・受注者・サプライヤーが集積する

造船城下町である。今治地域という造船集積
地は S（社会）の視点からみれば, 一種の造
船生態系（＝造船ビジネス・エコシステム）
と呼べるものである。ここでの S（社会）を
造船ビジネス・エコシステムとすれば, 当該
エコシステムの健全性が保たれることが必
要になる。また, 今治地域とは異なるタイプ
の造船城下町として長崎県長崎市・佐世保市
がある。両地域の造船業の受注は今治地域と
は異なり域外からが多数を占めるが, 新造
船建造には多くの地元協力先企業が参加を
している。つまり造船企業－地元協力先企業
が一体となった新造船建造が行われている。 
造船ビジネス・エコシステムの健全性を維持
するためには, 当該エコシステム（ネットワ
ーク）参加者の中核となる造船企業の受注力
が高まらなければならない。また, 造船企業
の受注力が高まるためには新造船建造のプ
レイヤーである地元協力先企業の人材能力
や生産工程改善の能力も高まらなければな
らない。造船企業の受注力を高めるためには
受注の対象となる船種を拡大していくこと
も必要になる。たとえばある造船企業がバル
クキャリア（貨物船）の建造が得意だったと
しても, タンカーやコンテナ船といった他
の船種も受注可能な能力を創出することが
できれば, おのずと受注力は高まることに
なる。このことは造船企業が主導をするもの
ではあるが, 地元協力先企業やサプライヤ
ーとの連携なしでは実現できないことでも
ある。そこで必要となるのは, 造船企業によ
る中長期的な受注船種ポートフォリオ戦略
の策定とこれに関わる情報を地元協力先企
業とサプライヤーで共有することである。情
報の共有によりネットワーク参加者間での
効果的な連携を深め, それにより多船種受
注を実現できれば, 当該の地域造船ビジネ
ス・エコシステムの健全性が保たれる可能性
が高まるといえる。 
  地域造船ビジネス・エコシステムを前提と
しての G（ガバナンス）で重要な視点となる
のがコンプライアンス（Compliance：法令等
遵守）である。コンプライアンスは, 法令遵
守はもとより, 企業等の組織に高い倫理観
を求めている。地域造船ビジネス・エコシス
テムを前提とした場合, ここでの造船生態
系を健全に保つ視点からのコンプライアン
スが必要になる。元請けとなる造船企業は, 
協力先企業を不合理に疲弊させるような価
格や納期を要求することは許されないし, 
協力先企業には単に仕事を請け負うという
受け身の姿勢ではなく, 自らも進化をして
造船企業の目指す高付加価値船の建造の一
翼を担うプレイヤーであり続けるという強
い自覚が必要になる。両者ともにそれぞれの
立場においての重要なコンプライアンスの
要素といえる。新造船の元請けとなる造船企
業は、ESG 情報におけるガバナンス情報とし
てのコンプライアンス情報を抽象的に述べ
るのではなく, 協力先企業およびサプライ



ヤーを不合理に疲弊させない共存共栄への
決意およびそのための組織体制を具体的に
述べることが望まれる。現時点においてこの
ことは実現しているとは言い難いが, 造船
ESG 情報開示の今後の重要なポイントにな
るといえる。これまで論究してきた点を中心
に，地域社会・経済を舞台とした造船ビジネ
ス・エコシステムを前提にした ESG 情報開示
のフレームワークについて図表１を提案し
た。 
 
図表１ 地域造船企業におけるESG情報開示
のフレームワーク 
3 つの視点 開示されるべき情報の枠

組み 
 
 
 
 
 
E（環境の視点） 
 

・ 新造船における燃費経
済性向上の取組みに関
する情報（Eco-ship の
開発・設計・製品・受
注に関する情報を中心
として） 
・ CO2(二酸化炭素)・

NOX（窒素酸化物）・
SOX（硫黄酸化物）・バ
ラスト水・騒音に対す
る環境規制への取組み
に関する情報 

 
 
 
 
S（社会の視点） 
 

・ 地域社会・経済に対し
て中核産業として果た
すべき責任の表明に関
する情報 
・ 中核造船企業の受注力
を高めるための中長期
的な受注船種ポートフ
ォリオ戦略に関する情
報 

 
 
G（ガバナンスの
視点） 
 

・ 地元協力先企業および
サプライヤーを不合理
に疲弊させない共存共
栄への決意およびその
ための組織体制に関す
る情報 
（著者作成） 
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